
電子自治体の現状（情報化推進状況調査）について 

資料3 



   市区町村における次期更新時のシステム形態見込み（確定値） 
現状（平成２６年４月１日現在）（1,742団体中） 
 

次期更新時のシステム形態（予定） 

※基幹系システム（住民情報、税務、国民健康保険、国民年金、 
  福祉関連システム）のいずれかにおけるクラウド化の状況を調査したもの。 
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平成26年4月現在  

クラウド化団体 

・「自治体クラウド（複数団体共同でのクラウド化）」は１２.１％から３３.８ ％まで導入団体が増加する  
 見込みであり、「単独クラウド（単独団体でのクラウド化）」を含めれば約６０％の団体がクラウド化 
 に取り組む見込み。 
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市区町村における次期更新時のシステム形態見込み予定（確定値）【人口区分】 

5万人未満 
（1,177団体） 

5万人以上～ 
20万人未満 
（431団体） 

 

20万人以上 
（134団体） 

現状（平成２６年４月１日現在） 次期更新時のシステム形態（予定） 
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都道府県別次期システムのクラウド化の見込み（確定値） 

クラウド化団体全体平均値：60．8%（1060団体/1742団体中） 3 
(複数団体でのクラウド化) (単独団体でのクラウド化) 
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北海道(179団体)

青森県(40団体)

岩手県(33団体)

宮城県(35団体)

秋田県(25団体)

山形県(35団体)

福島県(59団体)

茨城県(44団体)

栃木県(26団体)

群馬県(35団体)

埼玉県(63団体)

千葉県(54団体)

東京都(62団体)

神奈川県(33団体)

新潟県(30団体)

富山県(15団体)

石川県(19団体)

福井県(17団体)

山梨県(27団体)

長野県(77団体)

岐阜県(42団体)

静岡県(35団体)

愛知県(54団体)

全体(1742団体)

自治体クラウド 単独クラウド オープン（ハウジング） オープン（自庁） メインフレーム

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

三重県(29団体)

滋賀県(19団体)

京都府(26団体)

大阪府(43団体)

兵庫県(41団体)

奈良県(39団体)

和歌山県(30団体)

鳥取県(19団体)

島根県(19団体)

岡山県(27団体)

広島県(23団体)

山口県(19団体)

徳島県(24団体)

香川県(17団体)

愛媛県(20団体)

高知県(34団体)

福岡県(60団体)

佐賀県(20団体)

長崎県(21団体)

熊本県(45団体)

大分県(18団体)

宮崎県(26団体)

鹿児島県(43団体)

沖縄県(41団体)

全体(1742団体)



54,869  
17% 

124,445  
37% 

154,471  
46% 

5万人未満 

(1177団体,計20百万人) 

5万以上30万人未満 

(481団体,計53百万人) 

30万人以上 

(84団体,計55百万人) 

333,785 
(単位:百万円) 

情報システム予算の状況（速報値） 

 ポイント 
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 ・全市区町村の全庁の情報システム保守運用経費予算 
  の総額は、およそ３,５００億円前後で推移。 
 ・保守運用経費は年々圧縮されている傾向にあるが、  
   今後も引き続き圧縮していく必要。  

 ポイント 

 ・全市区町村の全庁情報システム保守運用経費予算 
  のうち、人口規模30万人以上の団体の経費が約半数 
  弱を占めている。 

全市区町村の全庁の情報システム保守運用経費予算 平成26年度全市区町村の全庁の情報システム 
保守運用経費予算 

357,103  345,318  333,785  
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保守運用経費(ランニングコスト) 

平成26年4月現在  
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